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準備書の記載事項の修正の内容 

知事意見等を受けて準備書の記載事項の修正を行った。その内容は以下に示すとおりである。 

なお、表中の行数については、図表及び式の行を数えず、見出し・本文の行のみを計数した値を示

し、複数頁又は複数行に修正箇所がまたがる場合には、先頭の頁・行のみを示した。また、図表及び

式については頁番号のみを示した。 

 

第 2章 対象事業の名称、目的及び内容 

準備書の記載内容 頁・行 評価書の記載内容 頁・行 

約 24 年が経過しており、 2-1 頁 

6 行目 

約 25 年が経過しており、 2-1 頁 

6 行目 

「市川市一般廃棄物処理基本計画」 2-1 頁 

7 行目 

2-14 頁 

1 行目 

3 行目 

「市川市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画」 2-1 頁 

7 行目 

2-15 頁 

1 行目 

3 行目 

ＤＢＯ方式※を前提に事業を進めており、平成 36

年度の供用開始を目指している。 

2-1 頁 

12 行目 

ＤＢＯ方式※を前提に事業を進めている。 2-1 頁 

12 行目 

図 2-3.1 

（凡例）県境 

    市境 

2-2 頁 図 2-3.1 

（凡例）都県境 

    市区町村境 

2-2 頁 

施設イメージ（案） 2-5 頁 

7 行目 

施設イメージ 2-5 頁 

7 行目 

図 2-3.4 

（表題）施設イメージ（案） 

2-6 頁 図 2-3.4 

（表題）施設イメージ 

2-6 頁 

（２）可燃ごみ及び可燃残さの推計処理量 

可燃ごみ及び可燃残さの推計処理量は表 2-3.3

に示すとおりである。本施設は平成 36 年度に供用

開始する予定であり、平成 36 年度の処理量が最大

となると推計している。 

2-9 頁 

5 行目 

（２）可燃ごみ及び可燃残さの焼却処理量 

可燃ごみ及び可燃残さの焼却処理量は、表 2-3.3

に示す令和 6年度の推計値をもとに設定している。 

2-9 頁 

5 行目 

表 2-3.3 

（表題）平成 36 年度における推計処理量 

（表中）平成 36 年度 

（出典）「市川市一般廃棄物処理基本計画」 

2-9 頁 表 2-3.3 

（表題）可燃ごみ及び可燃残さの焼却処理量 

（表中）令和 6年度（平成 36 年度） 
（出典）「市川市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画」 

2-9 頁 

（４）不燃・粗大ごみの推計処理量 

不燃・粗大ごみの推計処理量は表 2-3.5 に示すと

おりである。本施設は平成 36 年度に供用開始する

予定であり、平成 36 年度の処理量が最大となると

推計した。 

2-10 頁 

1 行目 

（４）不燃・粗大ごみの破砕処理量 

不燃・粗大ごみの破砕処理量は、表 2-3.5 に示す

令和 6年度の推計値をもとに設定している。 

2-10 頁 

1 行目 

表 2-3.5 

（表題）平成 36 年度における推計処理量 

（表中）平成 36 年度 

（出典）「市川市一般廃棄物処理基本計画」 

2-10 頁 表 2-3.5 

（表題）不燃・粗大ごみの破砕処理量 

（表中）令和 6年度（平成 36 年度） 
（出典）「市川市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画」 

2-10 頁 

（５）処理方式 2-10 頁 

4 行目 

（５）処理方式 

※ごみ焼却処理施設の処理方式について、選定した

経緯及び理由を追記した。 

2-10 頁 

3 行目 

図 2-3.9  

（表題）将来ごみ処理フロー案 
（図中）再資源化 

2-13 頁 図 2-3.9 

（表題）将来ごみ処理フロー 
（図中）資源化 

2-14 頁 
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準備書の記載内容 頁・行 評価書の記載内容 頁・行 

再資源化 2-14 頁 

19 行目 

20 行目 

21 行目 

24 行目 

27 行目 

30 行目 

2-15 頁 

7 行目 

資源化 2-15 頁 

19 行目 

20 行目 

21 行目 

24 行目 

26 行目 

29 行目 

2-16 頁 

6 行目 

平成 28 年度は約 14 万ｔで、平成 36 年度には約

13 万 2,700ｔに減少すると推計している。 

2-15 頁 

12 行目 

平成 29 年度は約 13万 8千ｔで、令和 6年度には

約 13 万 3千ｔに減少すると推計している。 

2-16 頁 

11 行目 

図 2-3.10 

（表題）ごみの総排出量の平成 28 年度までの実績

値と平成 36 年度の推計値 

（図中）H36 

（出典）「市川市一般廃棄物処理基本計画」 

「平成 29 年度 市川市じゅんかん白書」 

2-15 頁 図 2-3.10 

（表題）ごみの総排出量の平成 29 年度までの実績

値と令和 6年度の推計値 

（図中）R6（H36） 

（出典）「市川市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画」 

    「平成 30 年度 市川市じゅんかん白書」 

※図中に平成 29 年度の実績を追記した。 

2-16 頁 

表 2-3.7 

（表中）ストーカ炉方式は,階段状の 

2-17 頁 表 2-3.8 

（表中）ストーカ炉方式は、主に階段状の 

2-18 頁 

主要設備機器 2-20 頁 

2 行目 

2-22 頁 

2 行目 

本事業において想定される主要設備機器 2-21 頁 

2 行目 

2-23 頁 

2 行目 

表 2-3.9  

（14-25 頁に掲載） 

2-20 頁 表 2-3.10 

（14-25 頁に掲載） 

2-21 頁 

表 2-3.10 

（14-26 頁に掲載） 

2-22 頁 表 2-3.11  

（14-26 頁に掲載） 

2-23 頁 

合併処理浄化槽 2-29 頁 

5 行目 

浄化槽 2-30 頁 

5 行目 

表 2-3.21 

（表中）合併処理浄化槽 

2-29 頁 表 2-3.22 

（表中）高度処理型合併処理浄化槽 

2-30 頁 

図 2-3.13 

（図中）合併処理浄化槽 

2-29 頁 図 2-3.13 

（図中）高度処理型合併処理浄化槽 

2-30 頁 

20％以上と定められており、本事業ではこれに準

じた緑化に努める計画 

2-33 頁 

4 行目 

敷地面積の 20％以上と定められており、本事業

ではこれに基づき緑化を実施する計画 

2-33 頁 

4 行目 

計画地の立地条件を考慮して適切な樹種の選定

に努める。 

2-32 頁 

7 行目 

対象事業実施区域の立地条件を考慮して、周辺に

自生する在来種、あるいはこの地域の潜在自然植生

に即した樹種も視野に入れながら、適切に選定する

よう努める。 

2-33 頁 

7 行目 

― ― 
また、発電効率向上のため、煙突排ガスの白煙防

止設備は設置しない計画とする。 

2-33 頁 

22 行目 

― ― 

なお、平成 31 年 3月に新たに開通した妙典橋に

ついても、廃棄物の搬出入ルートとして使用する計

画である。 

2-34 頁 

13 行目 

平成 32 年度に設計に着手し、平成 36 年度に稼働

する計画である。 

2-35 頁 

4 行目 

設計及び建設工事期間は 5か年を計画している。 2-36 頁 

4 行目 

表 2-3.26 

（14-27 頁に掲載） 

2-35 頁 表 2-3.27 

（14-27 頁に掲載） 

2-36 頁 

工事中における雨水による濁水を防止するため、

工事作業範囲の雨水を沈砂池に集水し、濁水処理を

したうえで公共用水域へ放流する計画である。 

2-36 頁 

2 行目 

工事に伴う濁水の発生を防止するため、改変範囲

内の雨水を沈砂池に集水し、濁りを沈降させた後、

公共用水域へ放流する計画である。なお、土壌汚染

が認められる区域から流出する雨水及び掘削工事

の際に生じる湧水については別途集水し、濁水処理

施設により処理をしたうえで、公共用水域へ放流す

る計画である。 

2-37 頁 

2 行目 

表 2-3.27 2-37 頁 表 2-3.28 

※表中に水銀の項目を追記した。 

2-38 頁 
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第 3章 対象事業実施区域及びその周囲の概況 

準備書の記載内容 頁・行 評価書の記載内容 頁・行 

表 3-1.29（1） 

（確認日） 

市川市 平成 30年 1月 16 日現在 

船橋市 平成 30年 4月 2日現在 

3-52 頁 表 3-1.29（1） 

（確認日） 

市川市 令和元年 9月 2日現在 

船橋市 令和元年 7月 25 日現在 

※表全体を確認日の内容に更新した。 

3-52 頁 

表 3-1.29（2） 

（確認日） 

船橋市 平成 30年 4月 2日現在 

東京都 平成 30年 3月 19 日現在 

3-53 頁 表 3-1.29（2） 

（確認日） 

船橋市 令和元年 7月 25 日現在 

東京都 令和元年 9月 2日現在 

※表全体を確認日の内容に更新した。 

3-53 頁 

図 3-1.22 3-54 頁 図 3-1.22 

※表 3-1.29（1）（2）に合わせて更新した。 

3-54 頁 

表 3-1.34 3-59 頁 表 3-1.34 

※表中⑥の選定基準及び評価基準について、選定根

拠である「千葉県の保護上重要な野生生物－千

葉県レッドリスト－植物・菌類編（2017 年改訂

版）」（平成 29年 3月、千葉県環境生活部自然保

護課）の記載に合わせ、相違点を修正した。 

3-59 頁 

鳥類が 56科 302 種 3-75 頁 

2 行目 

鳥類が 62科 302 種 3-75 頁 

2 行目 

表 3-1.41 

（表中）56 

3-75 頁 表 3-1.41 

（表中）62 

3-75 頁 

表 3-1.42 3-76 頁 表 3-1.42 

※⑦として、準備書提出後に発行された「千葉県の

保護上重要な野生生物－千葉県レッドリスト－

動物編（2019 年改訂版）」（平成 31 年 3月、千葉

県環境生活部自然保護課）を追記した。 

3-76 頁 

表 3-1.43 3-77 頁 表 3-1.43（1） 

※表中⑥の選定基準及び評価基準について、選定根

拠である「千葉県の保護上重要な野生生物－千

葉県レッドリスト－動物編（2011 年改訂版）」（平

成 23 年 3月、千葉県環境生活部自然保護課）の

記載に合わせ、相違点を修正した。 

3-77 頁 

― ― 

表 3-1.43（2） 

※表 3-1.42 と同様に⑦として、準備書提出後に発

行された「千葉県の保護上重要な野生生物－千

葉県レッドリスト－動物編（2019 年改訂版）」（平

成 31 年 3月、千葉県環境生活部自然保護課）を

追記した。 

3-78 頁 

表3-1.44 

表3-1.45（1） 

表3-1.45（2） 

表3-1.45（3） 

表3-1.46 

表3-1.47 

表3-1.48（1） 

表3-1.48（2） 

表3-1.48（3） 

表3-1.49 

表3-1.50 

表3-1.51 

表3-1.52 

表3-1.53 

表3-1.54 

3-78 頁 

3-79 頁 

3-80 頁 

3-81 頁 

3-82 頁 

3-83 頁 

3-84 頁 

3-85 頁 

3-86 頁 

3-87 頁 

3-87 頁 

3-88 頁 

3-89 頁 

3-90 頁 

3-91 頁 

表3-1.44 

表3-1.45（1）  

表3-1.45（2） 

表3-1.45（3）  

表3-1.46 

表3-1.47  

表3-1.48（1） 

表3-1.48（2）  

表3-1.48（3） 

表3-1.49  

表3-1.50 

表3-1.51  

表3-1.52 

表3-1.53 

表3-1.54 

※⑦として、「千葉県の保護上重要な野生生物－千

葉県レッドリスト－動物編（2019年改訂版）」（平

成31年3月、千葉県環境生活部自然保護課）にお

ける指定状況を追記した。 

3-79 頁 

3-80 頁 

3-81 頁 

3-82 頁 

3-83 頁 

3-84 頁 

3-85 頁 

3-86 頁 

3-87 頁 

3-88 頁 

3-88 頁 

3-89 頁 

3-90 頁 

3-91 頁 

3-92 頁 
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準備書の記載内容 頁・行 評価書の記載内容 頁・行 

行徳近郊緑地と野鳥観察舎からの眺めなどがあ

げられる。 

3-95 頁 

6 行目 

行徳近郊緑地からの眺めなどがあげられる。 3-96 頁 

6 行目 

なお、行徳野鳥観察舎は耐震性能が低く、補強の

必要性があるため無期限休館中である。 

3-95 頁 

7 行目 
― ― 

表3-1.56 

（表中）行徳近郊緑地と野鳥観察舎 

3-95 頁 表3-1.56 

（表中）行徳近郊緑地 

3-96 頁 

図3-1.28 

（図中）行徳近郊緑地と野鳥観察舎 

3-96 頁 図3-1.28 

（図中）行徳近郊緑地 

3-97 頁 

表3-1.57 

（表中）丸浜川と遊歩道 

    「いちかわ景観100選」に選定。遊歩道が

1km続き、河津桜やアジサイを楽しむこ

とができる。 

3-97 頁 表3-1.57  

（表中）江戸川第二終末処理場 

    「いちかわ景観100選」に選定。広大な敷

地に散策路などが整備され、芝桜やバラ

など四季折々の花が楽しめる。 

3-98 頁 

図3-1.29 

（図中）丸浜川と遊歩道 

3-98 頁 図3-1.29 

（図中）江戸川第二終末処理場 

3-99 頁 

天沼弁天池公園などの都市公園、野鳥の楽園（行

徳野鳥観察舎）など 

3-99 頁 

4 行目 

千葉県立行田公園などの都市公園、行徳近郊緑地

など 

3-100 頁 

4 行目 

表3-1.58 

（表中）行徳近郊緑地と野鳥観察舎 

3-99 頁 表3-1.58 

（表中）行徳近郊緑地 

※三番瀬塩浜案内所を削除した。 

3-100 頁 

図 3-1.30 

（図中）行徳近郊緑地と野鳥観察舎 

3-100 頁 図 3-1.30 

（図中）行徳近郊緑地 

※三番瀬塩浜案内所を削除した。 

3-101 頁 

表3-2.7 3-108 頁 表3-2.7  

※市川市行徳漁業協同組合と南行徳漁業協同組合

が合併し、市川市漁業協同組合となったため、記

載を修正した。 

※存続期間を更新した。 

3-109 頁 

平成 42 年度以降を予定している。 3-124 頁 

6 行目 

令和 12 年度以降を予定している。 3-125 頁 

6 行目 

表 3-2.44  

（14-28 頁に掲載） 

3-150 頁 表 3-2.44 

（14-28 頁に掲載） 

3-151 頁 

（1）指定文化財 3-155 頁 

2 行目 

（1）指定文化財及び登録文化財 3-156 頁 

2 行目 

表 3-2.51 

表 3-2.52 

表 3-2.53 

3-155 頁 

3-156 頁 

3-158 頁 

表 3-2.51 

表 3-2.52 

表 3-2.53 

※出典の日付をホームページの更新日に修正した。 

3-156 頁 

3-157 頁 

3-159 頁 

 

 

 

 

第 6 章 方法書に対する知事の意見及びそれに対する事業者の見解 

準備書の記載内容 頁・行 評価書の記載内容 頁・行 

新施設は平成36 年度より本格稼働する計画とし

ており、現施設はそれに伴い稼働を停止する計画 

です。 

6-3 頁 

24 行目 

新施設は平成36 年度より本格稼働する計画とし

ており、現施設はそれに伴い稼働を停止する計画 

です。（追記：2020 年東京オリンピック・パラリン

ピック開催等に伴う建設業界の需要増加により、建

設事業費が高騰していることから、大会終了まで事

業を一旦延期することとしました。延期期間は 

未定ですが、建設費の動向を注視したうえで、建設

時期を再度設定します。） 

6-3 頁 

24 行目 
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第 7章 対象事業に係る環境影響評価の項目並びに調査・予測・評価の手法及び結果 

7-2-1 大気質 

準備書の記載内容 頁・行 評価書の記載内容 頁・行 

表 7-1.2 

（表中）合併浄化槽 

7-2 頁 表 7-1.2 

（表中）浄化槽 

7-2 頁 

表 7-1.4（3）  

（表中）合併浄化槽 

7-7 頁 表 7-1.4（3） 

（表中）浄化槽 

7-7 頁 

粉じんの飛散を防止する。 7-30 頁 

19 行目 

20 行目 

粉じんの飛散防止を徹底する。 7-30 頁 

19 行目 

20 行目 

― ― 
環境の保全が適切に図られていることを確認す

るために、施工時に降下ばいじん量の調査を行う。 

7-30 頁 

21 行目 

環境基準値（日平均値が 0.04～0.06ppm のゾーン

内またはそれ以下）を下回った。 

7-36 頁 

7 行目 

環境基準値（日平均値が 0.04～0.06ppm のゾーン

内またはそれ以下）以下であった。 

7-36 頁 

7 行目 

発生台数を 100 台/時とし、 7-47 頁 

10 行目 

発生台数を 100 台（往復を考慮して予測交通量

としては 200 台）とし、 

7-47 頁 

10 行目 

平成 32 年の走行速度  7-51 頁 

4 行目 

令和 2年の走行速度 7-51 頁 

4 行目 

表 7-2-1.20 

（表中）平成 32 年 

7-51 頁 表 7-2-1.20  

（表中）令和 2年（平成 32 年） 

7-51 頁 

最大着地濃度地点における濃度を予測した。 7-108 頁 

5 行目 

最大着地濃度地点、現地調査地点 E1～E5（図

7-2-1.15 参照）における濃度を予測した。また、

外環道沿道に及ぼす本事業の影響を予測するため、

代表的な地点として外環道沿道での最大着地濃度

地点（以下、「外環道沿道地点」という）（図 7-2-1.32

参照）における濃度も予測した。いずれも、 

7-108 頁 

5 行目 

― ― 

なお、外環道沿道地点で予測を実施する際には、

外環道供用後の自動車交通による大気質の影響を

考慮する必要があるが、今回参考とした「東京外か

く環状道路（千葉県区間）の環境影響予測について」

（平成 25年 3月 29 日、国土交通省関東地方整備局

ほか記者発表資料）（以下、「外環道環境予測記者発

表資料」という）では予測項目を二酸化窒素と浮遊

粒子状物質のみとしていることから、外環道沿道地

点での予測項目も二酸化窒素と浮遊粒子状物質の

みとした。 

7-108 頁 

18 行目 

長期平均濃度の予測は、二酸化硫黄、窒素酸化物、

浮遊粒子状物質、ダイオキシン類及び水銀濃度につ

いて行った。 

7-108 頁 

19 行目 

長期平均濃度の予測は、二酸化硫黄、二酸化窒素、

浮遊粒子状物質、ダイオキシン類及び水銀について

行った。 

7-109 頁 

5 行目 

予測式における熱量の単位「J」 7-111 頁 

7-116 頁 

7-118 頁 

7-121 頁 

予測式における熱量の単位「cal」 

※予測式に用いた熱量の単位を、出典に合わせて

「cal」に統一した。また、予測式の係数も併せ

て修正した。 

7-112 頁 

7-117 頁 

7-119 頁 

7-122 頁 

予測に用いる拡散式は、「窒素酸化物総量規制マ

ニュアル（新版）」（平成 12年 12 月、公害研究対策

センター）及び「ごみ焼却施設環境アセスメントマ

ニュアル」（昭和 61 年、(社)全国都市清掃会議）に

基づく大気拡散式（プルーム式）とした。 

7-118 頁 

3 行目 

予測に用いる拡散式は、「窒素酸化物総量規制マ

ニュアル（新版）」（平成 12 年 12月、公害研究対策

センター）に基づく大気拡散式（プルーム式）とし

た。 

7-119 頁 

3 行目 

b.拡散パラメータ 

（14-29 頁に掲載） 

7-118 頁 

7 行目 

b.拡散パラメータ 

（14-29 頁に掲載） 

7-119 頁 

6 行目 

CONCAWE 式 

（式中）0.0175 

7-118 頁 CONCAWE 式 

（式中）0.175 

※係数の記載に誤りがあったため修正した。 

7-119 頁 

バックグラウンド濃度は、対象事業実施区域で実

施した現地調査結果の四季平均濃度とし、 

7-120 頁 

6 行目 

バックグラウンド濃度は、最大着地濃度地点及び

外環道沿道地点については対象事業実施区域で実

施した現地調査結果（E1）の四季平均濃度、現地調

査地点については各地点の現地調査結果の四季平

均濃度とし、 

7-121 頁 

6 行目 
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準備書の記載内容 頁・行 評価書の記載内容 頁・行 

表 7-2-1.51  

（14-29 頁に掲載） 

7-120 頁 表 7-2-1.51 

（14-29 頁に掲載） 

7-121 頁 

付加率 7-124 頁 

6 行目 

7 行目 

8 行目 

寄与率 7-124 頁 

6 行目 

7 行目 

8 行目 

― ― 

現地調査地点での予測結果については、環境濃度

について E4 地点のダイオキシン類が 0.0252 

pg-TEQ/m3、同地点の水銀が 0.0031μgHg/ m3と、最

大着地濃度地点での予測結果を上回る結果となっ

た。これは、バックグラウンド濃度が高いことに起

因するものである。 

なお、参考予測である外環道沿道地点での着地濃

度は、窒素酸化物が 0.00051ppm（寄与率 2.3%）、浮

遊粒子状物質が 0.00011mg/ m3（寄与率 0.7%）であ

った。 

7-124 頁 

13 行目 

表 7-2-1.55 

（14-30 頁に掲載） 

7-123 頁 表 7-2-1.55  

（14-30 頁に掲載） 

7-125 頁 

図 7-2-1.32（1） 

図 7-2-1.32（4） 

図 7-2-1.32（5） 

7-124 頁 

7-127 頁 

7-128 頁 

図 7-2-1.32（1） 

図 7-2-1.32（4） 

図 7-2-1.32（5） 

※現地調査地点を追記した。 

7-126 頁 

7-129 頁 

7-130 頁 

図 7-2-1.32（2） 

図 7-2-1.32（3） 

7-125 頁 

7-126 頁 

図 7-2-1.32（2） 

図 7-2-1.32（3） 

※現地調査地点を追記した。 

※外環道沿道地点を追記した。 

7-127 頁 

7-128 頁 

【変換式】 

（14-31 頁に掲載） 

7-129 頁 【変換式】 

（14-31 頁に掲載） 

7-131 頁 

二酸化硫黄の日平均値の 2％除外値は 0.004ppm、

二酸化窒素の日平均値の年間 98％値は 0.039ppm、

浮遊粒子状物質の日平均値の 2％除外値は

0.039mg/m3であり、千葉県環境目標値及び環境基準

以下になると予測する。 

7-129 頁 二酸化硫黄の日平均値の 2％除外値は 0.002～

0.004ppm、二酸化窒素の日平均値の年間 98％値は

0.033～0.039ppm、浮遊粒子状物質の日平均値の2％

除外値は 0.037～0.039mg/m3であり、千葉県環境目

標値及び環境基準以下になると予測する。 

なお、参考予測である外環道沿道地点では、二酸

化窒素の日平均値の年間 98%値が 0.043ppm、浮遊粒

子状物質の日平均値の 2%除外値が 0.039mg/m3とな

る。 

7-132 頁 

3 行目 

表 7-2-1.56  

（14-32 頁に掲載） 

7-129 頁 表 7-2-1.56  

（14-32 頁に掲載） 

7-132 頁 

二酸化窒素が 0.0526ppm 7-133 頁 

4 行目 

7-136 頁 

4 行目 

二酸化窒素が 0.1020ppm 7-136 頁 

4 行目 

7-139 頁 

4 行目 

環境基準等の参照値を下回るものと予測する。 7-133 頁 

5 行目 

環境基準等の参照値以下であるものと予測する。 7-136 頁 

5 行目 

表 7-2-1.62 

（14-33 頁に掲載） 

7-133 頁 表 7-2-1.62 

（14-33 頁に掲載） 

7-136 頁 

などの環境保全措置を確実に実施することによ

り、煙突排ガスの最大着地濃度（年平均値）は、二

酸化硫黄が 0.00050ppm（付加率 33.3％）、窒素酸化

物が 0.00091ppm（付加率 4.0％）、浮遊粒子状物質

が 0.00020mg/m3（付加率 1.3％）、ダイオキシン類

が 0.00101pg-TEQ/m3（付加率 4.4％）、水銀が

0.00030μgHg/m3（付加率 23.1％）と予測される。 

また、予測の結果に反映されていないが、環境影

響の更なる回避・低減のため、 

7-135 頁 

7 行目 

― ― 

環境濃度予測結果は、 7-135 頁 

20 行目 

環境濃度予測結果は、最大着地濃度地点において 7-138 頁 

14 行目 
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準備書の記載内容 頁・行 評価書の記載内容 頁・行 

なお、外環道の供用後の自動車交通による大気質

の影響について、「東京外かく環状道路（千葉県区

間）の環境影響予測について」（平成 25 年 3 月 29

日、国土交通省関東地方整備局ほか記者発表資料）

によると、道路沿道において、二酸化窒素が最大

0.002ppm、浮遊粒子状物質が最大 0.0002mg/m3付加

するとされている。 

これらの値をバックグラウンド値に加算し、本予

測における外環道沿道での着地濃度（窒素酸化物：

0.0003ppm、浮遊粒子状物質：0.0002mg/m3）を付加

すると、二酸化窒素（日平均値の年間 98%値）は

0.043ppm、浮遊粒子状物質（日平均値の 2%除外値）

は 0.039mg/m3となる。 

7-135 頁 

25 行目 

なお、参考予測である外環道沿道地点では、二酸

化窒素の日平均値の年間 98%値が 0.043ppm、浮遊粒

子状物質の日平均値の 2%除外値が 0.039mg/m3とな

る。外環道沿道地点での寄与率は二酸化窒素が

1.0％、浮遊粒子状物質が 0.7％であることから、

本事業による外環道沿道へ及ぼす影響は小さいも

のと評価する。 

7-138 頁 

19 行目 

 

 

7-2-2 水質 

準備書の記載内容 頁・行 評価書の記載内容 頁・行 

昭和 62 年～平成 28 年（30 年間）を対象とした。 7-140 頁 

18 行目 

平成 19 年～平成 28 年（10 年間）を対象とした。 

土粒子の状況については、平成 28 年 7 月に実施

したボーリング調査での採取試料を使用した。 

7-142 頁 

18 行目 

調査日の降水量を表 7-2-2.4 に示す。両地点とも

20mm/日以上であった。 

7-141 頁 

7 行目 

また、調査日の降水量を表 7-2-2.4 に示す。2地

点の降水量は、22.5～45.5 ㎜/日であった。 

7-143 頁 

7 行目 

過去30年間の1㎜/日以上の降雨があった日の日

降水量の平均値は、船橋で 12.8 ㎜/日、江戸川臨海

で 13.1 ㎜/日、上位 5％を除外した 95％値は船橋で

44.0 ㎜/日、江戸川臨海で 46.0 ㎜/日であった。 

7-142 頁 

4 行目 

過去 10 年間の日降水量の平均値は、船橋で 12.8

㎜/日、江戸川臨海で 12.6 ㎜/日、上位 5％を除外

した95％値は船橋で47.0㎜/日、江戸川臨海で49.5

㎜/日であった。 

過去 10 年間の時間降水量の平均値は、船橋、江

戸川臨海ともに2.2㎜/時、上位5％を除外した95％

値は船橋、江戸川臨海ともに 7.5 ㎜/時であった。 

7-144 頁 

4 行目 

表 7-2-2.5 

（表題）過去 30 年間の日降水量の状況 

7-142 頁 表 7-2-2.5（1） 

（表題）過去 10 年間の日降水量の状況 

※表を過去 10 年間の日降水量の状況に修正した。 

7-144 頁 

― ― 
表 7-2-2.5（2） 

※過去 10 年間の時間降水量の状況を追記した。 

7-144 頁 

予測項目は水素イオン濃度及び浮遊物質量とし

た。 

7-144 頁 

10 行目 

工事排水として、工事期間中の雨水排水及び掘削

工事時の地下水の湧出水排水が挙げられる。 

予測項目は工事排水による高谷川の水質（水素イ

オン濃度、浮遊物質量、有害物質）への影響とした。 

排水区分別の水処理に係る環境保全措置及び予

測項目について表 7-2-2.7 に示す。 

7-146 頁 

10 行目 

― ― 

表 7-2-2.7 

※排水区分別の環境保全措置及び予測項目を追記 

した。 

7-146 頁 

後述する代表的な降雨条件を基本に、工事排水の

流出防止対策及び土砂の沈降試験結果より、工事排

水による浮遊物質量の影響を予測した。 

7-144 頁 

15 行目 

工事排水のうち雨水排水については、代表的な降

雨条件を基本に、流出防止対策及び土砂の沈降試験

結果より、影響を予測した。 

湧出水排水については、環境保全措置を踏まえ定

性的に予測した。 

7-146 頁 

18 行目 

― ― 

（ウ）有害物質 

工事排水に対する環境保全措置を踏まえ、対象事

業実施区域の土壌汚染が認められる項目（砒素、ふ

っ素、鉛）について定性的に予測した。 

7-147 頁 

1 行目 

⑤予測条件 

（14-34 頁に掲載） 

7-144 頁 

17 行目 

⑤予測条件 

（14-35 頁に掲載） 

7-147 頁 

4 行目 

工事排水 7-145 頁 

13 行目 

雨水及び地下水湧出に由来する工事排水 7-148 頁 

15 行目 
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準備書の記載内容 頁・行 評価書の記載内容 頁・行 

水素イオン濃度を適宜測定し、 7-145 頁 

15 行目 

水素イオン濃度を連続測定し、 7-148 頁 

17 行目 

アルカリ排水による影響 7-145 頁 

17 行目 

高谷川に及ぼすアルカリ排水による影響 7-148 頁 

20 行目 

本事業の工事計画では、対象事業実施区域におい

て、高規格堤防整備に係る造成工事及び施設建設に

係る掘削工事等が予定されており、工事の実施に伴

う土砂の掘削や裸地の出現等により降雨時の濁水

の発生が考えられる。工事中の雨水等による濁水発

生防止のため、工事作業範囲の雨水を沈砂池に集水

し、貯留した水は濁水処理をしたうえで高谷川に排

水する計画である。 

予測条件をもとに以下の式により算定した沈砂

池容量は 37m3である。 

7-145 頁 

20 行目 

本事業の工事計画では、対象事業実施区域におい

て掘削工事等が予定されており、工事の実施に伴う

裸地の出現等により降雨時の濁水の発生が考えら

れる。工事中の雨水等による濁水発生防止のため沈

砂池に集水し、貯留した水は濁りを沈降させたうえ

で高谷川に排水する計画である。 

予測条件をもとに以下の式により算定した沈砂

池容量は 132.0m3である。 

7-149 頁 

2 行目 

 沈砂池容量（㎥） 

＝滞留時間（日）×流入流量（㎥/日） 

＝2.2 時間/24 時間 ×404（㎥/日） 

＝37 ㎥ 

7-145 頁 沈砂池容量（㎥） 

＝滞留時間（時間）×流入流量（㎥/時） 

＝2.2（時間）×60.0（㎥/時） 

＝132.0（㎥） 

7-149 頁 

― ― 

また、地下水の湧出水及び土壌汚染が認められる

区域から流出する雨水は別途集水し、濁水処理施設

により処理し排水する。 

加えて、処理水水質は濁度を指標に連続的に監視

し、問題ないことを確認する。 

7-149 頁 

9 行目 

高谷川に及ぼす降雨時の濁水の影響 7-146 頁 

3 行目 

高谷川に及ぼす濁水の影響 7-149 頁 

12 行目 

― ― 

ウ．有害物質 

本事業の工事計画では、ごみピット設置等に係る

掘削工事が予定されており、掘削範囲から地下水が

湧出することが想定される。掘削時の湧出水は、改

変範囲内の土壌汚染が認められる区域から集水す

る雨水とともに濁水処理施設により表 7-2-2.8 に

示す目標値まで処理したうえで排水する。 

また、処理水水質は濁度を指標に連続的に監視

し、問題ないことを確認する。 

以上のとおり、適切な排水処理を施すことによ

り、本事業の工事による高谷川に及ぼす有害物質の

影響は小さいものと予測する。 

7-149 頁 

14 行目 

②評価の結果 

工事の実施にあたっては、 

・工事中における雨水等による濁水を防止するた

め、工事区域内の雨水を集水のうえ、一旦、沈砂池

に貯留する。 

・沈砂池に貯留した雨水は、濁りを沈降した後、高

谷川に排水する。 

・工事排水の排水時には適宜、水素イオン濃度及び

浮遊物質量を測定し、問題の無いことを確認する。 

・水素イオン濃度に問題が確認された場合は、中和

処理を行った上で排水する。 

・沈砂池容量を確保するために、必要に応じて堆砂

を除去する。 

・工事計画の検討により一時的な広範囲の裸地化を

抑制する。 

・地下水湧出量を抑制するため、ごみピット設置等

の工事により地下水位以下まで掘削する際は掘削

範囲の山留工等の対策を講じる。 

・台風、集中豪雨等の激しい雨（50 ㎜/日以上）が

予想される場合には、必要に応じて造成面をシート

で覆うことや土嚢の設置等による濁水流出防止対

策を講じる。 

7-146 頁 

9 行目 

②評価の結果 

工事の実施にあたっては、 

【雨水排水に関する環境保全措置】 

・工事中における雨水による濁水を防止するため、

改変範囲内の雨水を集水のうえ、一旦、沈砂池に貯

留し、濁りを沈降させた後、高谷川に排水する。 

・土壌汚染が認められる区域から流出する雨水は別

途集水し、濁水処理施設により処理し排水する。（表

7-2-2.7 参照） 

・沈砂池からの排水は水素イオン濃度（pH）及び濁

度を連続的に監視する。 

・沈砂池容量を確保するために、必要に応じて堆砂

を除去する。 

・工事計画の検討により一時的な広範囲の裸地化を

抑制する。 

・台風、集中豪雨時等の一時的な豪雨（50 ㎜/日以

上）が予想される場合には、必要に応じて造成面を

シートで覆うことや土嚢の設置等による濁水流出

防止対策を講じる。 

・汚染土壌を仮置きした際の雨水の地下浸透や汚染

土壌に触れた濁水の流出を防止するため、必要に応

じて遮水シート等による濁水流出防止対策を講じ

7-150 頁 

6 行目 
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・汚染土壌を仮置きした際の雨水の地下浸透や汚染

土壌に触れた濁水の流出を防止するため、必要に応

じて遮水シート等による濁水流出防止対策を講じ

る。 

などの措置を講じることから、事業者の実行可能な

範囲内で対象事業に係る環境影響ができる限り低

減されているものと評価する。 

る。 

【湧出水排水に関する環境保全措置】 

・湧出量を抑制するため、ごみピット設置等の工事

により地下水位以下まで掘削する際は掘削範囲の

遮水工等の対策を講じる。 

・湧出水は、濁水処理施設により処理し排水する。

（表 7-2-2.7 参照） 

・濁水処理施設からの排水は水素イオン濃度（pH）

及び濁度を連続的に監視する。また、浮遊物質量

（SS）及び有害物質（砒素、ふっ素、鉛）について

は、掘削工事の着手前までに対象事業実施区域の土

壌を用いて濁度との相関関係を求め、工事排水水質

管理基準を満足できる濁度の目標値を設定して、濁

度を指標に連続的に監視する。なお、濁度との相関

関係が認められない有害物質については、月 1回程

度の頻度で定期的に水質分析を行い、工事排水水質

管理基準に基づき排水水質を管理する。（表7-2-2.8

参照） 

を講じることにより、事業者の実行可能な範囲内で

対象事業に係る環境影響ができる限り低減されて

いるものと評価する。 

表 7-2-2.30 

（注釈）排水基準値（県上乗せ基準値） 

7-171 頁 表 7-2-2.32 

（注釈）排水基準（県上乗せ基準）及びダイオキシ

ン類対策特別措置法に基づく特定施設（既

存）の水質排出基準 

7-175 頁 

表 7-2-2.34 

（表中）生物化学的酸素要求量 

又は化学的酸素要求量 

7-175 頁 表 7-2-2.36 

（表中）生物化学的酸素要求量 

7-179 頁 

表 7-2-2.35 

（表中）灰の貯留施設 

7-175 頁 表 7-2-2.37 

（表中）灰の貯留施設であって、汚水又は廃液を排

出するもの 

7-179 頁 

・排水水質自主基準値は、法令を遵守するととも

に、周辺の環境に対する影響をより低減するため、

一部項目については法令に定められた規制値より

低い値を設定している。 

7-180 頁 

13 行目 

・施設排水は、排水の性状に応じた処理設備によ

り処理し、一部項目については、法令に定められた

規制値より低い自主基準値を遵守する。 

7-184 頁 

14 行目 

合併処理浄化槽 7-180 頁 

18 行目 

浄化槽 7-184 頁 

19 行目 

 

 

7-2-3 水底の底質 

準備書の記載内容 頁・行 評価書の記載内容 頁・行 

・排水水質自主基準値は、法令を遵守するととも

に、周辺の環境に対する影響をより低減するため、

一部項目については法令に定められた規制値より

低い値を設定している。 

7-189 頁 

7 行目 

・施設排水は、排水の性状に応じた処理設備によ

り処理し、一部項目については、法令に定められた

規制値より低い自主基準値を遵守する。 

7-193 頁 

8 行目 

 

 

7-2-4 騒音及び低周波音 

準備書の記載内容 頁・行 評価書の記載内容 頁・行 

なお、調査は、 7-192 頁 

19 行目 

また、調査は、 7-196 頁 

19 行目 

― ― 

なお、騒音については、外環道供用に伴い、隣接

する場所で騒音レベルが大きく変化している可能

性が考えられたため、最寄りの調査地点（E1）で外

環道供用開始後の騒音について再調査を行い、予測

条件に反映することとした。 

7-196 頁 

21 行目 

表 7-2-4.2  

（14-36 頁に掲載） 

7-192 頁 表 7-2-4.2 

（14-36 頁に掲載） 

7-196 頁 
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準備書の記載内容 頁・行 評価書の記載内容 頁・行 

表 7-2-4.3 

（14-36 頁に掲載） 

7-193 頁 表 7-2-4.3  

（14-36 頁に掲載） 

7-197 頁 

さらに、調査期間中、 7-194 頁 

2 行目 

さらに、E2、E3、E4 地点の調査期間中、 7-198 頁 

2 行目 

― ― 
E1 地点の調査期間中は、東側の外環道が供用さ

れていた。 

7-198 頁 

3 行目 

表 7-2-4.4 

（14-37 頁に掲載） 

7-195 頁 表 7-2-4.4 

（14-37 頁に掲載） 

7-199 頁 

なお、外環道の供用後の自動車交通による騒音の

影響について、「東京外かく環状道路（千葉県区間）

の環境影響予測について」（平成 25 年 3 月 29 日、

国土交通省関東地方整備局ほか記者発表資料）によ

ると、予測結果（等価騒音レベル）は高谷ジャンク

ション付近の道路沿道の非近接空間において、昼間

（6時～22 時）が 62dB、夜間（22時～6時）が 60dB

になるとされている。このため、本事業の工事期間

中の暗騒音レベルは現況よりも大きくなると考え

られる。 

7-207 頁 

5 行目 

― ― 

発生台数を 100 台/時とし、 7-218 頁 

16 行目 

発生台数を 100 台（往復を考慮して予測交通量

としては 200 台）とし、 

7-222 頁 

16 行目 

なお、調査は、 7-227 頁 

19 行目 

また、調査は、 7-231 頁 

19 行目 

― ― 

なお、騒音については、外環道供用に伴い、隣接

する場所で騒音レベルが大きく変化している可能

性が考えられたため、最寄りの調査地点（E1）で外

環道供用開始後の騒音について再調査を行い、予測

条件に反映することとした。 

7-231 頁 

21 行目 

表 7-2-4.21  

（14-37 頁に掲載） 

7-227 頁 

 

表 7-2-4.21 

（14-37 頁に掲載） 

7-231 頁 

 

夕 54～61dB、夜間 53～60dB であり、 7-228 頁 

8 行目 

夕 54～62dB、夜間 53～61dB であり、 7-232 頁 

8 行目 

夕 52～58dB、夜間 48～55dB であり、 7-228 頁 

12 行目 

夕 52～60dB、夜間 48～57dB であり、 7-232 頁 

12 行目 

現施設稼働時と稼働停止時の 7-228 頁 

15 行目 

E2、E3、E4 地点における現施設稼働時と稼働停

止時の 

7-232 頁 

15 行目 

― ― 

E1 地点における現施設稼働時と稼働停止時の時

間率騒音レベルの比較においても、現施設稼働時の

値が稼働停止時の値を上回っており、現施設稼働時

の調査結果に現施設稼働による騒音の寄与がある

ことが考えられるが、外環道など周辺道路における

交通量の違い（現施設稼働時の調査は平日、稼働停

止時の調査は日曜日）による道路からの騒音の影響

が異なることが考えられ、差分がそのまま現施設の

稼働による影響であるとは考えられない。 

7-232 頁 

23 行目 

表 7-2-4.22  

（14-38 頁に掲載） 

7-229 頁 表 7-2-4.22 

（14-38 頁に掲載） 

7-233 頁 

表 7-2-4.24 

（表中）焼却残渣クレーン 

    低速回転式破砕機 

    高速回転式破砕機 

    粗大ごみクレーン 

7-234 頁 表 7-2-4.24 

（表中）灰クレーン 

    低速回転破砕機 

    高速回転破砕機 

    不燃ごみクレーン 

7-238 頁 

焼却残渣クレーンは、 7-234 頁 

6 行目 

灰クレーンは、 7-238 頁 

6 行目 

表 7-2-4.25 

（14-39 頁に掲載） 

7-235 頁 表 7-2-4.25 

（14-39 頁に掲載） 

7-239 頁 

夜間 58dB であった。 7-236 頁 

6 行目 

夜間 59dB であった。 7-240 頁 

6 行目 
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準備書の記載内容 頁・行 評価書の記載内容 頁・行 

表 7-2-4.26 

（14-40頁に掲載） 

7-236頁 表 7-2-4.26  

（14-40頁に掲載） 

7-240頁 

表 7-2-4.28  

（14-41頁に掲載） 

7-239頁 表 7-2-4.28 

（14-41頁に掲載） 

7-243頁 

なお、外環道の供用後の自動車交通による騒音の

影響について、「東京外かく環状道路（千葉県区間）

の環境影響予測について」（平成 25 年 3 月 29 日、

国土交通省関東地方整備局ほか記者発表資料）によ

ると、予測結果（等価騒音レベル）は高谷ジャンク

ション付近の道路沿道の非近接空間において、昼間

（6時～22時）が 62dB、夜間（22時～6時）が 60dB

になるとされている。このため、施設稼働時の暗騒

音レベルは現況よりも大きくなると考えられる。 

7-239頁 

5行目 

― ― 

本事業では、主要な機器は可能な限り建屋内に配

置し、設備機器の整備、点検を徹底することにより

超低周波音及び低周波音の発生を防止する計画で

ある。 

7-247頁 

15行目 

新施設は現施設より施設規模が小さくなること

から、超低周波音及び低周波音の発生源となりうる

送風機等の設備容量は、現施設と概ね同等程度を予

定している。 

7-251頁 

16行目 

各調査地点における最大値は、 7-247頁 

17行目 

各調査地点における最大値（83～86dB）は、 7-251頁 

18行目 

さらに、現況で超低周波音に係る苦情は発生して

いない状況であり、新施設は現施設よりごみ処理量

が少ない施設で、使用する設備は現施設と同等又は

それ以下となることが想定されることから、現況程

度またはそれ以下の超低周波音の音圧レベルにな

るものと考えられ、周辺環境へ及ぼす影響は小さい

ものと予測する。 

7-247頁 

20行目 

本事業では、主要な機器は可能な限り建屋内に配

置し、設備機器の整備、点検を徹底することにより

超低周波音及び低周波音の発生を防止する計画で

あること、さらに、新施設に配置する機器の影響が

想定される場合には、室内壁の防音処理等の対策を

行うことから、新施設の稼働による超低周波音の音

圧レベルは現況程度になるものと予測する。 

7-251頁 

21行目 

― ― 

・配置する機器による超低周波音の影響が想定さ

れる場合には、室内壁の防音処理などの防音対策を

行う。 

7-253頁 

5行目 

予測値は、評価の手法で設定した 7-249頁 

9行目 

予測結果は、現況と同程度と考えられ、評価の手

法で設定した 

7-253頁 

11行目 

 

 

7-2-5 振動 

準備書の記載内容 頁・行 評価書の記載内容 頁・行 

表 7-2-5.4 

（14-42頁に掲載） 

7-255頁 表 7-2-5.4 

（14-42頁に掲載） 

7-259頁 

規制基準値を下回ることから、 7-266頁 

3行目 

規制基準値以下となることから、 7-270頁 

3行目 

発生台数を 100台/時とし、 7-276頁 

10行目 

発生台数を 100 台（往復を考慮して予測交通量

としては 200 台）とし、 

7-280頁 

10行目 

いずれの地点も参考とした市川市環境保全条例

に基づく 

7-286頁 

8行目 

いずれの地点も市川市環境保全条例に基づく 7-290頁 

8行目 

 

 

7-2-6 悪臭 

準備書の記載内容 頁・行 評価書の記載内容 頁・行 

また、現施設からの発生強度を把握するため現施

設煙道（2本）においても調査を実施した。 

7-296頁 

13行目 

また、現施設からの発生強度を把握するため現施

設煙道（No.5）においても調査を実施した。調査地

点は、2号炉及び 3号炉煙道の計 2地点とした。(図

7-2-6.1参照) 

7-300頁 

13行目 

・廃棄物や保管場所、 7-310頁 

14行目 

・廃棄物の保管場所、 7-314頁 

15行目 
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7-2-7 土壌 

準備書の記載内容 頁・行 評価書の記載内容 頁・行 

海水が周辺から浸入していることが示唆される。 7-325 頁 

10 行目 

周辺部では海水中の塩分等の影響を受けている

ことが示唆される。 

7-329 頁 

10 行目 

表 7-2-7.6（1） 

表 7-2-7.6（2） 

（表中）総水銀の調査結果「不検出」 

    PCB の調査結果「ND」 

7-325 頁 

7-326 頁 

表 7-2-7.6（1） 

表 7-2-7.6（2） 

（表中）総水銀の調査結果「ND」 

    PCB の調査結果「不検出」 

※全ての調査地点について同様に修正した。 

7-329 頁 

7-330 頁 

「土壌汚染対策法に基づく調査及び措置に関す

るガイドライン（改訂第 2版）」（平成 24 年 8月 環

境省水・大気環境局 土壌環境課） 

7-342 頁 

17 行目 

「土壌汚染対策法に基づく調査及び措置に関す

るガイドライン（改訂第 3 版）」（平成 31 年 3 月、

環境省水・大気環境局土壌環境課） 

7-346 頁 

17 行目 

「汚染土壌の運搬に関するガイドライン（改訂第

3版）」（平成 30 年 3月 環境省水・大気環境局 土

壌環境課） 

7-342 頁 

19 行目 

「汚染土壌の運搬に関するガイドライン（改訂第

4 版）」（平成 31 年 3 月、環境省水・大気環境局土

壌環境課） 

7-346 頁 

19 行目 

ア. 環境の保全が適切に図られているかの評価 

土壌の場外への運搬等にあたっては、 

【汚染土壌の飛散・地下水汚染等の防止措置】 

・形質変更時要届出区域における工事の実施にあた

り、汚染土壌を搬出する必要がある場合には、土壌

汚染対策法に基づく汚染土壌の搬出の届出等の必

要な手続きを実施する。また、汚染土壌の運搬等に

あたっては、「汚染土壌の運搬に関するガイドライ

ン（改訂第 3 版）」（平成 30 年 3 月 環境省水・大

気環境局 土壌環境課）に従い以下の措置を講じ

る。 

・汚染土壌の運搬にあたっては、汚染土壌を、耐久

性を有する浸透防止シート等で覆うことや、汚染土

壌を、密閉性を有し、損傷しにくいドラム缶、フレ

キシブルコンテナ及びコンテナ等の容器に入れて

運搬する。また、住宅街、商店街、通学路、狭い道

路を避ける等、地域住民に対する影響を低減するよ

うに努める。 

・汚染土壌の搬出にあたっては、自動車等のタイ

ヤ・車体、作業員の長靴等に付着した汚染土壌を形

質変更時要届出区域外へ持ち出さないよう、搬出前

に洗浄等を行う。 

【一般の土壌を含めた環境保全措置】 

・工事中における雨水による濁水を防止するため、

敷地内全ての雨水を沈砂池に集水し、適正に処理し

た後に、高谷川へ放流する。 

・掘削工事にあたっては、飛散防止対策として、敷

地境界周辺に防じんネットや仮囲い等を設置し、必

要に応じて散水、シート掛け、覆土等を行う。 

などの措置を講じ、周辺に影響を及ぼすことがない

よう配慮することから、事業者の実行可能な範囲内

で対象事業に係る環境影響ができる限り低減され

ているものと評価する。 

7-344 頁 

18 行目 

ア. 環境の保全が適切に図られているかの評価 

形質変更時要届出区域における工事の実施にあ

たっては、「土壌汚染対策法に基づく調査及び措置

に関するガイドライン（改訂第 3 版）」（平成 31 年

3月、環境省水・大気環境局土壌環境課）等に基づ

き適切な環境保全措置を行う。また、汚染土壌を搬

出する必要がある場合には、汚染土壌の搬出の届出

等の必要な手続きを実施する。 

汚染土壌の運搬にあたっては、「汚染土壌の運搬

に関するガイドライン（改訂第 4 版）」（平成 31 年

3月、環境省水・大気環境局土壌環境課）に従い、 

・運搬中は、汚染土壌を耐久性を有する浸透防止シ

ート等で覆う。 

・汚染土壌は、密閉性を有し、損傷しにくいドラム

缶、フレキシブルコンテナ及びコンテナ等の容器に

入れて運搬する。 

・自動車等のタイヤ・車体や作業員の長靴等に付着

した汚染土壌を形質変更時要届出区域外へ持ち出

さないよう、搬出前に洗浄を行う。 

を講じる。 

また、工事中における雨水及び湧出水の排水に

伴う汚染土壌の拡散を防止するため、 

・改変範囲内の雨水を集水のうえ、一旦、沈砂池に

貯留し、濁りを沈降させた後、高谷川に排水する。 

・土壌汚染が認められる区域から流出する雨水は別

途集水し、濁水処理施設により処理し排水する。（表

7-2-2.7 参照） 

・汚染土壌を仮置きした際の雨水の地下浸透や汚染

土壌に触れた濁水の流出を防止するため、必要に応

じて遮水シート等による濁水流出防止対策を講じ

る。 

・地下水湧出量を抑制するため、ごみピット設置等

の工事により地下水位以下まで掘削する際は、掘削

範囲の遮水工等の対策を講じる。 

・湧出水は、濁水処理施設により処理し排水する。

（表 7-2-2.7 参照） 

を講じることにより、周辺に影響を及ぼすことがな

いよう配慮することから、事業者の実行可能な範囲

内で対象事業に係る環境影響ができる限り低減さ

れているものと評価する。 

7-348 頁 

19 行目 

土壌のダイオキシン類は環境基準値以下であっ

た。 

7-345 頁 

11 行目 

土壌のダイオキシン類は環境基準値を下回っ

た。 

7-349 頁 

17 行目 
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7-2-8 植物 

準備書の記載内容 頁・行 評価書の記載内容 頁・行 

69 科 255 種 7-350 頁 

4 行目 

80 科 292 種 7-354 頁 

4 行目 

なお、維管束植物確認種一覧は 7-350 頁 

12 行目 

なお、維管束植物確認種一覧（外来種、植栽種、

逸出種の区分を含む）は 

7-354 頁 

12 行目 

表 7-2-8.2  

（14-43 頁に掲載） 

7-350 頁 表 7-2-8.2 

（14-43 頁に掲載） 

7-355 頁 

表 7-2-8.3 7-350 頁 表 7-2-8.3 

※注釈を追記した。 

7-355 頁 

表 7-2-8.7 7-355 頁 表 7-2-8.7 

※表中⑥の選定基準及び評価基準について、選定根

拠である「千葉県の保護上重要な野生生物－千

葉県レッドリスト－植物・菌類編（2017 年改訂

版）」（平成 29 年 3月、千葉県環境生活部自然保

護課）の記載に合わせ、相違点を修正した。 

7-360 頁 

表 7-2-8.12 

（表中）維管束植物 255 種 

適切な樹種の選定に努めることにより、 

7-364 頁 表 7-2-8.12 

（表中）維管束植物 292 種 

周辺に自生する在来種、あるいはこの地域

の潜在自然植生に即した樹種も視野に入

れながら、適切に選定するよう努めること

により、 

7-369 頁 

適切な樹種の選定に努めることで、 7-367 頁 

5 行目 

周辺に自生する在来種、あるいはこの地域の潜在

自然植生に即した樹種も視野に入れながら、適切に

選定するよう努めることで、 

7-372 頁 

5 行目 

・植物相の保全 

・重要な種の分布 

・植物群落 

・植生自然度 

なお、大径木・古木については予測地域に大径

木・古木がないため、評価項目からは除外した。 

7-369 頁 

5 行目 

・植物相の保全へ及ぼす影響に対する適切な配慮 

・重要な種の分布等に対する適切な保全 

・植物群落が有する多様性の保全 

・植生自然度の多様性の維持 

なお、大径木・古木の保全は予測地域に大径木・

古木がないため、評価項目からは除外した。 

7-374 頁 

7 行目 

ア.植物相の保全 7-369 頁 

11 行目 

ア.植物相の保全へ及ぼす影響に対する適切な配

慮 

7-374 頁 

13 行目 

適切な樹種の選定に努める。 7-369 頁 

18 行目 

周辺に自生する在来種、あるいはこの地域の潜在

自然植生に即した樹種も視野に入れながら、適切に

選定するよう努める。 

7-374 頁 

20 行目 

イ.重要な種の分布 

 

7-369 頁 

21 行目 

イ.重要な種の分布等に対する適切な保全 

 

7-374 頁 

24 行目 

ウ.植物群落 

 

7-369 頁 

24 行目 

ウ.植物群落が有する多様性の確保 

 

7-374 頁 

27 行目 

エ.植生自然度 7-369 頁 

27 行目 

エ.植生自然度の多様性の維持 

 

7-374 頁 

30 行目 

環境保全措置を講じることから、事業者の実行可

能な範囲内で対象事業に係る環境影響ができる限

り低減されているものと評価する。 

7-369 頁 

29 行目 

環境保全措置を講じることから、植生自然度の多

様性の維持が図られるものと評価する。 

7-374 頁 

32 行目 

 

 

7-2-9 動物 

準備書の記載内容 頁・行 評価書の記載内容 頁・行 

表 7-2-9.3  

表 7-2-9.4 

表 7-2-9.5 

表 7-2-9.6 

表 7-2-9.8 

表 7-2-9.9 

7-375 頁 

7-377 頁 

7-378 頁 

7-378 頁 

7-380 頁 

7-381 頁 

表 7-2-9.3 

表 7-2-9.4 

表 7-2-9.5 

表 7-2-9.6 

表 7-2-9.8 

表 7-2-9.9 

※外来種について追記した。 

※注釈を追記した。 

7-380 頁 

7-382 頁 

7-383 頁 

7-383 頁 

7-385 頁 

7-386 頁 
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準備書の記載内容 頁・行 評価書の記載内容 頁・行 

10 目 25 科 46 種の鳥類 7-375 頁 

14 行目 

11 目 24 科 46 種の鳥類 7-380 頁 

14 行目 

表 7-2-9.4 鳥類確認種 7-377 頁 表 7-2-9.4 

※種名及び配列を「日本鳥類目録 改訂第 7版」（平

成 24 年、日本鳥学会）に準拠させた。 

7-382 頁 

ニホントカゲ 7-378 頁 

5 行目 

7-395 頁 

14 行目 

7-398 頁 

16 行目 

ヒガシニホントカゲ 7-383 頁 

5 行目 

7-402 頁 

14 行目 

7-406 頁 

16 行目 

昆虫類確認種一覧 7-379 頁 

16 行目 

昆虫類確認種一覧（外来種等の区分を含む） 7-384 頁 

16 行目 

― ― 

なお、選定基準のうち、「千葉県の保護上重要な

野生生物－千葉県レッドリスト－動物編（2019 年

改訂版）」（平成 31 年 3 月、千葉県環境生活部自然

保護課）は、準備書提出後に発行された文献であり、

本評価書において新たに追加した選定基準である。 

7-386 頁 

5 行目 

表 7-2-9.10 7-381 頁 

 

表 7-2-9.10 

※準備書提出後に発行された文献である「千葉県の

保護上重要な野生生物－千葉県レッドリスト－

動物編（2019 年改訂版）」（平成 31 年 3月、千葉

県環境生活部自然保護課）を追記した。 

7-387 頁 

 

表 7-2-9.11 7-382 頁 

 

表 7-2-9.11（1） 

※表中⑥の選定基準及び評価基準について、選定根

拠である「千葉県の保護上重要な野生生物－千

葉県レッドリスト－動物編（2011 年改訂版）」（平

成 23 年 3月、千葉県環境生活部自然保護課）の

記載に合わせ、相違点を修正した。 

7-388 頁 

表 7-2-9.11 7-382 頁 

 

表 7-2-9.11（2） 

※表 7-2-9.10 と同様に⑦として、準備書提出後に

発行された「千葉県の保護上重要な野生生物－

千葉県レッドリスト－動物編（2019 年改訂版）」

（平成31年 3月、千葉県環境生活部自然保護課）

を追記した。 

7-389 頁 

表 7-2-9.12 

表 7-2-9.14 

表 7-2-9.16 

表 7-2-9.18 

表 7-2-9.19 

7-383 頁 

7-387 頁 

7-389 頁 

7-391 頁 

7-391 頁 

表 7-2-9.12 

表 7-2-9.14 

表 7-2-9.16 

表 7-2-9.18 

表 7-2-9.19 

※⑦として、「千葉県の保護上重要な野生生物－千

葉県レッドリスト－動物編（2019 年改訂版）」（平

成 31 年 3月、千葉県環境生活部自然保護課）に

おける指定状況を追記した。 

7-390 頁 

7-394 頁 

7-396 頁 

7-398 頁 

7-398 頁 

表 7-2-9.13 7-384 頁 表 7-2-9.13 

※配列を「日本鳥類目録 改訂版第 7版」（平成 24

年、日本鳥学会）に準拠するよう並べ替えた。 

7-391 頁 

 

表 7-2-9.14 

表 7-2-9.15 

表 7-2-9.21 

表 7-2-9.23 

表 7-2-9.25 

（表中）ニホントカゲ 

7-387 頁 

7-387 頁 

7-396 頁 

7-398 頁 

7-402 頁 

表 7-2-9.14 

表 7-2-9.15 

表 7-2-9.21 

表 7-2-9.23 

表 7-2-9.25 

（表中）ヒガシニホントカゲ 

7-394 頁 

7-394 頁 

7-403 頁 

7-405 頁 

7-409 頁 

図 7-2-9.3 

（図中）ニホントカゲ 

7-388 頁 図 7-2-9.3 

（図中）ヒガシニホントカゲ 

7-395 頁 

「千葉県の外来生物」（千葉県生物多様性センタ

ー、平成 25 年 3月）によると 

7-391 頁 

5 行目 

「千葉県の外来生物初版（平成 24（2012）年度）」

（平成 25 年、千葉県）によると 

7-398 頁 

5 行目 
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準備書の記載内容 頁・行 評価書の記載内容 頁・行 

― ― 

（準備書提出後に発行された「千葉県の保護上重

要な野生生物－千葉県レッドデータブック－動物

編（2019 年改訂版）」（平成 31年 3月、千葉県環境

生活部自然保護課）では、移入種である可能性が極

めて高いこと、さらに生息数の増加や在来のニホン

イシガメとの交雑が各地で報告されてきたことに

より、保護対象種となる可能性は低いと判断し記載

から外されている） 

7-402 頁 

20 行目 

表 7-2-9.21 7-396 頁 表 7-2-9.21 

※配列を「日本鳥類目録 改訂版第 7版」（平成 24

年、日本鳥学会）に準拠するよう並べ替えた。 

※注 2を削除した。 

7-403 頁 

施工時は、対象事業実施区域内で一時的に生息で

きなくなるものの、動物の主要な生息環境 

7-397 頁 

9 行目 

施工時は、対象事業実施区域内では造成工事に伴

い植栽樹群や芝地といった人為的環境を利用する

鳥類、爬虫類、昆虫類、陸産貝類、多足類の生息が

一時的に困難となるが、周辺には植栽樹群や芝地と

いった環境が引き続き分布すること、動物の主要な

生息環境 

7-404 頁 

7 行目 

表 7-2-9.22  

（14-44 頁に掲載） 

7-397 頁 

 

表 7-2-9.22 

（14-44 頁に掲載） 

7-404 頁 

 

表 7-2-9.24（1） 

表 7-2-9.24（2） 

表 7-2-9.24（3） 

7-400 頁 

7-401 頁 

7-402 頁 

表 7-2-9.24（1） 

表 7-2-9.24（2） 

表 7-2-9.24（3） 

※配列を「日本鳥類目録 改訂版第 7版」（平成 24

年、日本鳥学会）に準拠するよう並べ替えた。 

7-407 頁 

7-408 頁 

7-409 頁 

・構成生物の種類組成の多様性の保全 

 

・重要な種の保全 

7-404 頁 

5 行目 

・構成生物の種類組成の多様性の保全に対する適

切な配慮 

・重要な種等の適切な保全 

7-411 頁 

7 行目 

ア. 構成生物の種類組成の多様性の保全 

対象事業実施区域内では、施工時の改変により

動物の生息が一時的に困難となるものの、事業の実

施にあたっては、 

【対象事業実施区域内の緑化に係る環境保全措置】 

・市川市環境保全条例に準じた緑化（対象事業実施

区域面積の 20%以上）に努める。 

・工場棟等の建築物の周りや敷地外周部に沿って緑

地を確保する。 

・生育が良好な既存の樹木を極力保全する。 

・植栽する樹種は、対象事業実施区域の立地条件を

考慮して適切な樹種の選定に努める。 

などの措置を講じることから、供用時に動物の利用

状況は回復すると考えられる。 

 また、高谷川に生息する動物に対しては、 

【工事排水に係る環境保全措置】 

・工事中における雨水等による濁水を防止するた

め、工事区域内の雨水を集水のうえ、一旦、沈砂池

に貯留する。 

・沈砂池に貯留した雨水は、濁りを沈降した後、高

谷川へ放流する。 

・工事排水の放流時には必要に応じて、水素イオン

濃度及び濁度を測定し、問題の無いことを確認す

る。 

・水素イオン濃度に問題が確認された場合は、中和

処理を行った上で排水する。 

・沈砂池容量を確保するために、必要に応じて堆砂

を除去する。 

・工事計画の検討により一時的な広範囲の裸地化を

抑制する。 

・台風、集中豪雨等の激しい雨（50 ㎜/日以上）が

7-404 頁 

8 行目 

ア. 構成生物の種類組成の多様性の保全に対す

る適切な配慮 

対象事業実施区域内では、施工時の改変により

動物の生息が一時的に困難となるものの、事業の実

施にあたっては、 

【対象事業実施区域内の緑化に関する環境保全措

置】 

・市川市環境保全条例に準じた緑化（対象事業実施

区域面積の 20％以上）に努める。 

・工場棟等の建築物の周りや敷地外周部に沿って緑

地を確保する。 

・生育が良好な既存の樹木を極力保全する。 

・植栽する樹種は、対象事業実施区域の立地条件を

考慮して、周辺に自生する在来種、あるいはこの地

域の潜在自然植生に即した樹種も視野に入れなが

ら、適切に選定するよう努める。 

を講じることにより、動物の生息環境の確保が見込

まれ、供用時に動物の利用状況は回復すると考えら

れることから、構成生物の種類組成の多様性の保存

に対して適切な配慮がなされているものと評価す

る。 

また、高谷川に生息する動物に対しては、 

【雨水排水に関する環境保全措置】 

・工事中における雨水による濁水を防止するため、

改変範囲内の雨水を集水のうえ、一旦、沈砂池に貯

留し、濁りを沈降させた後、高谷川に排水する。 

・土壌汚染が認められる区域から流出する雨水は別

途集水し、濁水処理施設により処理し排水する。（表

7-2-2.7 参照） 

・沈砂池からの排水は水素イオン濃度（pH）及び濁

度を連続的に監視する。 

7-411 頁 

10 行目 
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予想される場合には、必要に応じて造成面をシート

で覆うことや土嚢の設置等による濁水流出防止対

策を講じる。 

【施設排水に係る環境保全措置】 

・排水水質自主基準値は、法令を遵守するとともに、

周辺の環境に対する影響をより低減するため、一部

項目については法令に定められた規制値より低い

値を設定している。 

・プラント排水及び洗車排水は集水し、排水処理を

行った後、一部を施設内で再利用し、公共用水域へ

放流する。 

・ごみピット汚水は燃焼室吹込み等により処理す

る。 

・トイレ、厨房及び浴室等の生活排水は合併処理浄

化槽で処理した後、公共用水域へ放流する。 

・適切な排水濃度の管理のため、排水水質を定期的

に測定する。 

などの措置を講じることから、事業者の実行可能な

範囲内で対象事業に係る環境影響ができる限り低

減されているものと評価する。 

 

イ. 重要な種の保全 

高谷川の水域を利用する鳥類のカイツブリ、カワ

ウ、ダイサギ、コサギ、オオバン、カワセミ、の 6 

種については、「ア．構成生物の種類組成の多様性

の保全」に示した工事排水及び施設排水に係る環境

保全措置を講じる計画である。また、対象事業実施

区域内で生息が確認された爬虫類のニホントカケ、

ニホンカナヘビ、多足類のゲジの 3 種については、

施工時に事業実施区域内の生息地が一時的に消失

するものの、「ア．構成生物の種類組成の多様性の

保全」に示した対象事業実施区域内の緑化に係る環

境保全措置を講じることから、事業者の実行可能な

範囲内で対象事業に係る環境影響ができる限り低

減されているものと評価する。 

・沈砂池容量を確保するために、必要に応じて堆砂

を除去する。 

・工事計画の検討により一時的な広範囲の裸地化を

抑制する。 

・台風、集中豪雨時等の一時的な豪雨（50 ㎜/日以

上）が予想される場合には、必要に応じて造成面を

シートで覆うことや土嚢の設置等による濁水流出

防止対策を講じる。 

・汚染土壌を仮置きした際の雨水の地下浸透や汚染

土壌に触れた濁水の流出を防止するため、必要に応

じて遮水シート等による濁水流出防止対策を講じ

る。 

【湧出水排水に関する環境保全措置】 

・湧出量を抑制するため、ごみピット設置等の工事

により地下水位以下まで掘削する際は掘削範囲の

遮水工等の対策を講じる。 

・湧出水は、濁水処理施設により処理し排水する。

（表 7-2-2.7 参照） 

・濁水処理施設からの排水は水素イオン濃度（pH）

及び濁度を連続的に監視する。また、浮遊物質量

（SS）及び有害物質（砒素、ふっ素、鉛）について

は、掘削工事の着手前までに対象事業実施区域の土

壌を用いて濁度との相関関係を求め、工事排水水質

管理基準を満足できる濁度の目標値を設定して、濁

度を指標に連続的に監視する。なお、濁度との相関

関係が認められない有害物質については、月 1回程

度の頻度で定期的に水質分析を行い、工事排水水質

管理基準に基づき排水水質を管理する。（表7-2-2.8

参照） 

【施設排水に関する環境保全措置】 

・施設排水は、排水の性状に応じた処理設備により

処理し、一部項目については、法令に定められた規

制値より低い自主基準値を遵守する。 

・プラント排水及び洗車排水は集水し、排水処理を

行った後、一部を施設内で再利用し、公共用水域へ

放流する。 

・ごみピット汚水は燃焼室吹込み等により処理す

る。 

・トイレ、厨房及び浴室等の生活排水は浄化槽で処

理した後、公共用水域へ放流する。 

を講じることにより、動物の生息環境の確保が見込

まれることから、構成生物の種類組成の多様性の保

全に対して適切な配慮がなされているものと評価

する。 

 

イ. 重要な種等の適切な保全 

高谷川の水域を利用する鳥類のカイツブリ、カワ

ウ、ダイサギ、コサギ、オオバン、カワセミの 6 種

については、「ア．構成生物の種類組成の多様性の

保全に対する適切な配慮」に示した工事排水及び施

設排水に係る環境保全措置を講じる計画である。ま

た、対象事業実施区域内で生息が確認された爬虫類

のヒガシニホントカゲ、ニホンカナヘビ、多足類の

ゲジの 3 種については、施工時に事業実施区域内

の生息地が一時的に消失するものの、「ア．構成生

物の種類組成の多様性の保全に対する適切な配慮」

に示した対象事業実施区域内の緑化に係る環境保

全措置を講じることにより、重要な種の生息環境の

確保が見込まれることから、重要な種の生息環境は

保全されるものと評価する。 
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7-2-10 陸水生物 

準備書の記載内容 頁・行 評価書の記載内容 頁・行 

表 7-2-10.2  

表 7-2-10.3 

7-409 頁 

7-410 頁 

表 7-2-10.2 

表 7-2-10.3 

※外来種について追記した。 

※注釈を追記した。 

7-416 頁 

7-418 頁 

― ― 

なお、選定基準のうち、「千葉県の保護上重要な

野生生物－千葉県レッドリスト－動物編（2019 年

改訂版）」（平成 31 年 3 月、千葉県環境生活部自然

保護課）は、準備書提出後に発行された文献であり、

本評価書において新たに追加した選定基準である。 

7-419 頁 

5 行目 

表 7-2-10.4 7-411 頁 表 7-2-10.4 

※準備書提出後に発行された文献である「千葉県の

保護上重要な野生生物－千葉県レッドリスト－

動物編（2019 年改訂版）」（平成 31 年 3月、千葉

県環境生活部自然保護課）を追記した。 

7-419 頁 

表 7-2-10.5 7-412 頁 表 7-2-10.5（1） 

※表中⑥の選定基準及び評価基準について、選定根

拠である「千葉県の保護上重要な野生生物－千

葉県レッドリスト－動物編（2011 年改訂版）」（平

成 23 年 3月、千葉県環境生活部自然保護課）の

記載に合わせ、相違点を修正した。 

7-420 頁 

表 7-2-10.5 7-412 頁 表 7-2-10.5（2） 

※表 7-2-10.4 と同様に⑦として、準備書提出後に

発行された「千葉県の保護上重要な野生生物－

千葉県レッドリスト－動物編（2019 年改訂版）」

（平成31年 3月、千葉県環境生活部自然保護課）

を追記した。 

7-421 頁 

表 7-2-10.6  

表 7-2-10.8 

7-413 頁 

7-415 頁 

表 7-2-10.6  

表 7-2-10.8 

※⑦として、「千葉県の保護上重要な野生生物－千

葉県レッドリスト－動物編（2019 年改訂版）」（平

成 31 年 3月、千葉県環境生活部自然保護課）に

おける指定状況を追記した。 

7-422 頁 

7-424 頁 

表 7-2-10.8 7-415 頁 表 7-2-10.8 

※注釈を追記した。 

7-424 頁 

― ― 

なお、底生動物のコシダカヒメモノアラガイにつ

いては、環境影響評価準備書において予測対象種と

したが、同準備書に対する植物ならびに動物への知

事意見を踏まえ、陸水生物についても外来種を整理

したところ、「千葉県の外来生物初版（平成24（2012）

年度）」（平成 25 年、千葉県）に掲載される外来種

であることが明らかとなった。そのため、本評価書

ではコシダカヒメモノアラガイを予測対象種から

除外することとした。 

7-427 頁 

11 行目 

表 7-2-10.10 7-418 頁 表 7-2-10.10 

※⑦として、「千葉県の保護上重要な野生生物－千

葉県レッドリスト－動物編（2019 年改訂版）」（平

成 31 年 3月、千葉県環境生活部自然保護課）に

おける指定状況を追記した。 

7-427 頁 

表 7-2-10.13 

（14-45 頁に掲載） 

7-421 頁 表 7-2-10.13 

（14-45 頁に掲載） 

7-430 頁 

ア. 保全対策の実施 

本事業では、工事排水及び施設排水について、

以下の環境保全措置を講じる計画としている。これ

らの環境保全措置は、いずれも現施設や類似施設の

環境保全措置として導入された対策であり、実行可

能なものと評価する。 

【工事排水に係る環境保全措置】 

・工事中における雨水等による濁水を防止するた

7-422 頁 

10 行目 

ア. 対象事業実施区域内での保全対策 

事業の実施にあたっては、環境保全措置の検討の

結果、実行可能なより良い技術等として、 

【雨水排水に関する環境保全措置】 

・工事中における雨水による濁水を防止するため、

改変範囲内の雨水を集水のうえ、一旦、沈砂池に貯

留し、濁りを沈降させた後、高谷川に排水する。 

・土壌汚染が認められる区域から流出する雨水は別

7-431 頁 

12 行目 
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め、工事区域内の雨水を集水のうえ、一旦、沈砂池

に貯留する。 

・沈砂池に貯留した雨水は、濁りを沈降した後、高

谷川へ放流する。 

・工事排水の放流時には必要に応じて、水素イオン

濃度及び濁度を測定し、問題の無いことを確認す

る。 

・水素イオン濃度に問題が確認された場合は、中和

処理を行った上で排水する。 

・沈砂池容量を確保するために、必要に応じて堆砂

を除去する。 

・工事計画の検討により一時的な広範囲の裸地化を

抑制する。 

・台風、集中豪雨等の激しい雨（50 ㎜/日以上）が

予想される場合には、必要に応じて造成面をシート

で覆うことや土嚢の設置等による濁水流出防止対

策を講じる。 

【施設排水に係る環境保全措置】 

・排水水質自主基準値は、法令を遵守するとともに、

周辺の環境に対する影響をより低減するため、一部

項目については法令に定められた規制値より低い

値を設定している。 

・プラント排水及び洗車排水は集水し、排水処理を

行った後、一部を施設内で再利用し、公共用水域に

排水する。 

・ごみピット汚水は燃焼室吹込み等により処理す

る。 

・トイレ、厨房及び浴室等の生活排水は合併処理浄

化槽で処理した後、公共用水域に排水する。 

・適切な排水濃度の管理のため、排水水質を定期的

に測定する。 

途集水し、濁水処理施設により処理し排水する。（表

7-2-2.7 参照） 

・沈砂池からの排水は水素イオン濃度（pH）及び濁

度を連続的に監視する。 

・沈砂池容量を確保するために、必要に応じて堆砂

を除去する。 

・工事計画の検討により一時的な広範囲の裸地化を

抑制する。 

・台風、集中豪雨時等の一時的な豪雨（50 ㎜/日以

上）が予想される場合には、必要に応じて造成面を

シートで覆うことや土嚢の設置等による濁水流出

防止対策を講じる。 

・汚染土壌を仮置きした際の雨水の地下浸透や汚染

土壌に触れた濁水の流出を防止するため、必要に応

じて遮水シート等による濁水流出防止対策を講じ

る。 

【湧出水排水に関する環境保全措置】 

・湧出量を抑制するため、ごみピット設置等の工事

により地下水位以下まで掘削する際は掘削範囲の

遮水工等の対策を講じる。 

・湧出水は、濁水処理施設により処理し排水する。

（表 7-2-2.7 参照） 

・濁水処理施設からの排水は水素イオン濃度（pH）

及び濁度を連続的に監視する。また、浮遊物質量

（SS）及び有害物質（砒素、ふっ素、鉛）について

は、掘削工事の着手前までに対象事業実施区域の土

壌を用いて濁度との相関関係を求め、工事排水水質

管理基準を満足できる濁度の目標値を設定して、濁

度を指標に連続的に監視する。なお、濁度との相関

関係が認められない有害物質については、月 1回程

度の頻度で定期的に水質分析を行い、工事排水水質

管理基準に基づき排水水質を管理する。（表7-2-2.8

参照） 

【施設排水に関する環境保全措置】 

・施設排水は、排水の性状に応じた処理設備により

処理し、一部項目については、法令に定められた規

制値より低い自主基準値を遵守する。 

・プラント排水及び洗車排水は集水し、排水処理を

行った後、一部を施設内で再利用し、公共用水域に

排水する。 

・ごみピット汚水は燃焼室吹込み等により処理す

る。 

・トイレ、厨房及び浴室等の生活排水は浄化槽で処

理した後、公共用水域に排水する。 

を講じることにより、事業者の実行可能な範囲内で

対象事業に係る環境影響ができる限り低減されて

いるものと評価する。また、これらの環境保全措置

は、いずれも現施設や類似施設の環境保全措置とし

て導入された対策であり、実効が見込まれるものと

評価する。 

 

 

7-2-11 生態系 

準備書の記載内容 頁・行 評価書の記載内容 頁・行 

表 7-2-11.2 

表 7-2-11.4（1） 

（表中）ニホントカゲ 

7-428 頁 

7-430 頁 

表 7-2-11.2 

表 7-2-11.4（1） 

（表中）ヒガシニホントカゲ 

7-437 頁 

7-439 頁 

図 7-2-11.2 

（図中）ニホントカゲ 

7-432 頁 図 7-2-11.2 

（図中）ヒガシニホントカゲ 

7-441 頁 
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準備書の記載内容 頁・行 評価書の記載内容 頁・行 

ア. 生態系の保全へ及ぼす影響に対する適切な

配慮 

予測の結果、施工時は地形の改変により「人工被

覆地・芝地」が一時的に 2.02ha（現況でみられる

「人工被覆地・芝地」の約 13％）消失するものの、

事業の実施にあたっては、 

＜区域内の緑化に係る環境保全措置＞ 

・市川市環境保全条例に準じた緑化（対象事業実施

区域面積の 20%以上）に努める。 

・工場棟等の建築物の周りや敷地外周部に沿って緑

地を確保する。 

・生育が良好な既存の樹木を極力保全する。 

・植栽する樹種は、対象事業実施区域の立地条件を

考慮して適切な樹種の選定に努める。 

などの措置を講じることから、現況の類型区分は保

全される。 

また、水域生態系に対しては、 

＜工事排水に係る環境保全措置＞ 

・工事中における雨水等による濁水を防止するた

め、工事区域内の雨水を集水のうえ、一旦、沈砂池

に貯留する。 

・沈砂池に貯留した雨水は、濁りを沈降した後、高

谷川へ放流する。 

・工事排水の放流時には必要に応じて、水素イオン

濃度及び濁度を測定し、問題の無いことを確認す

る。 

・水素イオン濃度に問題が確認された場合は、中和

処理を行った上で排水する。 

・沈砂池容量を確保するために、必要に応じて堆砂

を除去する。 

・工事計画の検討により一時的な広範囲の裸地化を

抑制する。 

・台風、集中豪雨等の激しい雨（50 ㎜/日以上）が

予想される場合には、必要に応じて造成面をシート

で覆うことや土嚢の設置等による濁水流出防止対

策を講じる。 

＜施設排水に係る環境保全措置＞ 

・排水水質自主基準値は、法令を遵守するとともに、

周辺の環境に対する影響をより低減するため、一部

項目については法令に定められた規制値より低い

値を設定している。 

・プラント排水及び洗車排水は集水し、排水処理を

行った後、一部を施設内で再利用し、公共用水域へ

放流する。 

・ごみピット汚水は燃焼室吹込み等により処理す

る。 

・トイレ、厨房及び浴室等の生活排水は合併処理浄

化槽で処理した後、公共用水域へ放流する。 

・適切な排水濃度の管理のため、排水水質を定期的

に測定する。 

などの措置を講じることから、事業者の実行可能な

範囲内で対象事業に係る環境影響ができる限り低

減されているものと評価する。 

7-435 頁 

17 行目 

ア. 生態系の保全へ及ぼす影響に対する適切な

配慮 

予測の結果、施工時は地形の改変により「人工被

覆地・芝地」が一時的に 2.02ha（現況でみられる

「人工被覆地・芝地」の約 13％）消失するものの、

事業の実施にあたっては、 

【対象事業実施区域内の緑化に関する環境保全措

置】 

・市川市環境保全条例に準じた緑化（対象事業実施

区域面積の 20％以上）に努める。 

・工場棟等の建築物の周りや敷地外周部に沿って緑

地を確保する。 

・生育が良好な既存の樹木を極力保全する。 

・植栽する樹種は、対象事業実施区域の立地条件を

考慮して、周辺に自生する在来種、あるいはこの地

域の潜在自然植生に即した樹種も視野に入れなが

ら、適切に選定するよう努める。 

を講じることにより、生態系の保全へ及ぼす影響に

対する適切な配慮がなされているものと評価する。 

また、水域生態系に対しては、 

【雨水排水に関する環境保全措置】 

・工事中における雨水による濁水を防止するため、

改変範囲内の雨水を集水のうえ、一旦、沈砂池に貯

留し、濁りを沈降させた後、高谷川に排水する。 

・土壌汚染が認められる区域から流出する雨水は別

途集水し、濁水処理施設により処理し排水する。（表

7-2-2.7 参照） 

・沈砂池からの排水は水素イオン濃度（pH）及び濁

度を連続的に監視する。 

・沈砂池容量を確保するために、必要に応じて堆砂

を除去する。 

・工事計画の検討により一時的な広範囲の裸地化を

抑制する。 

・台風、集中豪雨時等の一時的な豪雨（50 ㎜/日以

上）が予想される場合には、必要に応じて造成面を

シートで覆うことや土嚢の設置等による濁水流出

防止対策を講じる。 

・汚染土壌を仮置きした際の雨水の地下浸透や汚染

土壌に触れた濁水の流出を防止するため、必要に応

じて遮水シート等による濁水流出防止対策を講じ

る。 

【湧出水排水に関する環境保全措置】 

・湧出量を抑制するため、ごみピット設置等の工事

により地下水位以下まで掘削する際は掘削範囲の

遮水工等の対策を講じる。 

・湧出水は、濁水処理施設により処理し排水する。

（表 7-2-2.7 参照） 

・濁水処理施設からの排水は水素イオン濃度（pH）

及び濁度を連続的に監視する。また、浮遊物質量

（SS）及び有害物質（砒素、ふっ素、鉛）について

は、掘削工事の着手前までに対象事業実施区域の土

壌を用いて濁度との相関関係を求め、工事排水水質

管理基準を満足できる濁度の目標値を設定して、濁

度を指標に連続的に監視する。なお、濁度との相関

関係が認められない有害物質については、月 1回程

度の頻度で定期的に水質分析を行い、工事排水水質

管理基準に基づき排水水質を管理する。（表7-2-2.8

参照） 

【施設排水に関する環境保全措置】 

7-444 頁 

19 行目 
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・施設排水は、排水の性状に応じた処理設備により

処理し、一部項目については、法令に定められた規

制値より低い自主基準値を遵守する。 

・プラント排水及び洗車排水は集水し、排水処理を

行った後、一部を施設内で再利用し、公共用水域に

排水する。 

・ごみピット汚水は燃焼室吹込み等により処理す

る。 

・トイレ、厨房及び浴室等の生活排水は浄化槽で処

理した後、公共用水域に排水する。 

を講じることにより、生態系の保全へ及ぼす影響に

対する適切な配慮がなされているものと評価する。 

 

 

7-2-12 景観 

準備書の記載内容 頁・行 評価書の記載内容 頁・行 

表 7-2-12.3 

（表中）野鳥の楽園 

7-440 頁 表 7-2-12.3 

（表中）行徳近郊緑地 

※行徳野鳥観察舎についての記載を削除した。 

7-450 頁 

主に高架道路とその上空が視認されていた部分

に新施設が出現するため、眺望景観の変化は大きい

が、手前に視認できる堤防法面の草地や江戸川水面

等の自然的な構成要素を遮ることはなく、同程度の

大きさの現施設が現況で存在しているため、景観の

印象が大きく変わることはないものと予測する。 

7-469 頁 

26 行目 

以上のことから、主に高架道路とその上空が視認

されていた部分に新施設が出現するため、新施設全

体を視認できる範囲では、眺望景観が変化するもの

と予測する。 

7-479 頁 

26 行目 

新施設の存在が、江戸川対岸からの主な景観資源

である江戸川水面や河川敷を遮ることはなく、ま

た、その他の地点からの眺望状況の変化は小さいこ

とから、地域の景観特性に与える影響は小さく、事

業者の実行可能な範囲内で対象事業に係る環境影

響ができる限り低減されているものと評価する。 

7-495 頁 

11 行目 

対象事業実施区域周辺地域のうち、新施設を大き

く眺望可能な範囲は江戸川対岸に限られ、その他の

地域からは現施設、工場、倉庫、送電鉄塔、高架道

路などに遮られて新施設を大きく眺望することは

できない。そのため、新施設の存在が地域の眺望景

観に及ぼす影響が生じる範囲は新施設全体を視認

できる江戸川対岸の範囲に限られるものと評価す

る。 

江戸川対岸地域に及ぼす新施設の存在による景

観変化の影響についても、上記のとおりの景観配慮

を講じることにより低減されるものと評価する。 

以上のことから、事業者の実行可能な範囲内で対

象事業に係る環境影響ができる限り低減されてい

るものと評価する。 

7-505 頁 

12 行目 

 

 

7-2-13 人と自然との触れ合いの活動の場 

準備書の記載内容 頁・行 評価書の記載内容 頁・行 

現地踏査により調査した。 7-496 頁 

8 行目 

現地調査により把握した。 7-506 頁 

8 行目 

西側に位置する江戸川水面及び江戸川堤防（左岸

側）とした。 

7-496 頁 

16 行目 

西側に位置する江戸川左岸堤防及び江戸川水

面・水際とした。 

7-506 頁 

16 行目 

既存資料及び現地踏査により、 7-496 頁 

20 行目 

現地踏査により、 7-506 頁 

20 行目 

調査地点の利用者数 7-496 頁 

22 行目 

既存資料調査及び現地調査により調査地点の利

用者数 

7-506 頁 

22 行目 

現地調査は、人と自然との触れ合いの活動の場の

概況の調査結果を踏まえて、表 7-2-13.1 に示すと

おり、利用者の多い時期 

7-496 頁 

24 行目 

調査期間を表 7-2-13.1 に示す。現地踏査は春季

と秋季に各 1回実施した。現地調査は、利用者の多

い時期 

7-506 頁 

24 行目 

表 7-2-13.1  

（14-46 頁に掲載） 

7-496 頁 

 

表 7-2-13.1 

（14-46 頁に掲載） 

7-506 頁 

 

江戸川水面における、潮干狩り及び船釣りでの利

用状況 

7-498 頁 

5 行目 

江戸川左岸堤防上サイクリングロード及び江戸

川水面・水際の利用状況 

7-508 頁 

5 行目 
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準備書の記載内容 頁・行 評価書の記載内容 頁・行 

図 7-2-13.2 7-498 頁 図 7-2-13.2 

※サイクリング、ジョギングでの利用状況の写真を

追加した。 

7-508 頁 

― ― 

（ア） 既存資料調査 

※江戸川水面及び堤防等の利用状況を追記した。 

（14-46 頁に掲載） 

7-509 頁 

2 行目 

― ― 

（イ） 現地調査 

※江戸川左岸堤防上サイクリングロード利用状況

調査結果を、現地調査結果として区別した。 

7-509 頁 

10 行目 

サイクリングロードがある。 7-500 頁 

17 行目 

サイクリングロード及び江戸川水面・水際があ

る。 

7-511 頁 

17 行目 

 

 

7-2-14 廃棄物 

準備書の記載内容 頁・行 評価書の記載内容 頁・行 

表 7-2-14.1 

表 7-2-14.2 

表 7-2-14.5 

表 7-2-14.6 

（表中）ガラス及び陶器くず 

廃プラスチック 

7-503 頁 

7-503 頁 

7-505 頁 

7-505 頁 

表 7-2-14.1 

表 7-2-14.2 

表 7-2-14.5 

表 7-2-14.6 

（表中）ガラスくず及び陶磁器くず 

    廃プラスチック類 

7-514 頁 

7-514 頁 

7-516 頁 

7-516 頁 

廃棄物の排出量 7-508 頁 

3 行目 

廃棄物の発生量 7-519 頁 

4 行目 

・焼却灰は路盤材等への再資源化または最終処分

とする。 

・飛灰処理物は最終処分を基本とし、今後の飛灰

再資源化の動向により再資源化する。 

・がれき、石等の焼却不適物は最終処分とする。 

・ガラス、陶磁器等の不燃物は最終処分とする。 

7-508 頁 

7 行目 

・焼却灰は路盤材等への再資源化に努め、最終処

分量の抑制を図る。 

・飛灰処理物は最終処分を基本とし、今後の動向

により再資源化を図る。 

・焼却不適物及び不燃物は最終処分を基本とし、

今後の動向により再資源化を図る。 

7-519 頁 

8 行目 

 

 

7-2-15 残土 

準備書の記載内容 頁・行 評価書の記載内容 頁・行 

残土の排出量 7-510 頁 

3 行目 

11 行目 

残土の搬出量 7-521 頁 

4 行目 

13 行目 

 

 

7-2-16 温室効果ガス 

準備書の記載内容 頁・行 評価書の記載内容 頁・行 

イ. 予測方法 

（14-47 頁に掲載） 

7-511 頁 

14 行目 

イ. 予測方法 

（14-47 頁に掲載） 

7-522 頁 

14 行目 

― ― 
ウ. 予測式 

（14-47 頁に掲載） 

7-523 頁 

2 行目 

ウ. 予測条件 

（14-48 頁に掲載） 

7-511 頁 

20 行目 

エ. 予測条件 

（14-48 頁に掲載） 

7-523 頁 

4 行目 

④ 予測結果 

（14-49 頁に掲載） 

7-512 頁 

2 行目 

④ 予測結果 

（14-50 頁に掲載） 

7-524 頁 

1 行目 

外部から供給される電気使用量 7-513 頁 

7 行目 

外部から供給される化石燃料由来の電気使用量 7-525 頁 

8 行目 

温室効果ガスの発生量 7-513 頁 

9 行目 

温室効果ガスの排出量 7-525 頁 

10 行目 

温室効果ガスの発生を 7-513 頁 

12 行目 

温室効果ガスの排出を 7-526 頁 

2 行目 
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第 8章 環境の保全のための措置 

準備書の記載内容 頁・行 評価書の記載内容 頁・行 

本事業の計画段階で配慮した環境保全措置は、以

下のとおりである。 

 

※以下、各環境影響評価項目の評価に記した環境保

全措置を列挙した。 

8-1 頁 

～ 

8-10 頁 

本事業の環境影響評価の過程において検討し、講

ずることとした環境保全措置を以下に示す。 

なお、環境保全措置の検討にあたっては、複数の

案の比較検討、実行可能なより良い技術が取り入れ

られているかどうかの検討等を通じて、環境影響が

できる限り回避され、または低減されているかどう

かを検証した。また、環境保全措置の効果の不確実

性及び環境保全措置の実施に伴う他の環境要素の

影響の増加の有無についても検討を行った。今後、

事業実施にあたり、環境保全措置を講ずる際には、

その時点における実行可能なより良い技術の導入

に留意するものとする。 

 

※以下、各環境影響評価項目の評価に記した環境保

全措置を、上記の考え方に基づき表 8-1.1 から表

8-16.1 に整理した。 

8-1 頁 

～ 

8-12 頁 

 

 

 

 

第 9 章 監視計画 

準備書の記載内容 頁・行 評価書の記載内容 頁・行 

事後調査は、予測の不確実性の程度が大きい場合

や効果に係る知見が不十分な環境保全措置を講じ

る場合などについて、本事業に係る工事の実施中及

び供用開始後の環境の状況を把握し、環境への著し

い影響が確認された場合またはそのおそれがある

場合には、必要な措置を講じることで環境影響を回

避し、または低減することを目的として実施する。 

なお、事後調査は、「千葉県環境影響評価条例」

（平成 10 年 6 月 19 日条例第 26 号）第 39 条（事

後調査等の実施）に基づく調査であり、事後調査と

は別に事業者が自主的に行う監視としてモニタリ

ング調査を実施する計画である。 

9-1 頁 

3 行目 

本事業では、予測条件として用いた工事計画、施

設計画等に未確定なものがあるため、予測の不確実

性が大きいおそれがある。そこで、本事業に係る工

事の実施中及び供用開始後の環境の状況を把握す

るため、事後調査を実施する。また、環境への著し

い影響が確認された場合またはそのおそれがある

場合には、必要な措置を講じることで環境影響を回

避し、または低減する。 

なお、事後調査は、「千葉県環境影響評価条例」

（平成 10 年 6 月 19 日条例第 26 号）第 39 条（事

後調査等の実施）に基づく調査である。 

9-1 頁 

3 行目 

表 9-2.1 

（14-51 頁に掲載） 

9-1 頁 表 9-2.1 

（14-51 頁に掲載） 

9-1 頁 

供用時における事後調査の項目及び方法等は、表

9-2.2 に示すとおりである。 

9-2 頁 

2 行目 

供用時における事後調査は施設の稼働が定常と

なった時期から 1年間実施する。事後調査の項目及

び方法等は、表 9-2.2 に示すとおりである。 

9-2 頁 

2 行目 

表 9-2.2 9-2 頁 表 9-2.2 

※表中に超低周波音の項目を追記した。 

9-2 頁 

9-3 モニタリング調査の項目及び方法 9-3 頁 ※項目を削除した。 ― 

 

 

 

 

第 10 章 環境影響の総合的な評価 

 第 10 章では、各環境影響評価項目の調査結果、予測結果、環境保全措置及び評価結果の抜粋を表形式に整理した。修正箇所及び

内容は、第 7章及び第 8章と同様であるため、詳細については省略した。 
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全般 

準備書の記載内容 頁・行 評価書の記載内容 頁・行 

図 2-3.2 

図 2-3.14 

図 3-1.1 

図 3-1.11 

図 3-1.12 

図 3-1.13 

図 3-1.14 

図 3-1.15 

図 3-1.16 

図 3-1.17 

図 3-1.20 

図 3-1.22 

図 3-1.23 

図 3-1.26 

図 3-1.28 

図 3-1.29 

図 3-1.30 

図 3-2.4 

図 3-2.5 

図 3-2.6（1） 

図 3-2.6（2） 

図 3-2.6（3） 

図 3-2.7 

図 3-2.8 

図 3-2.9 

図 7-2-1.1 

図 7-2-1.7 

図 7-2-1.10 

図 7-2-1.15 

図 7-2-1.32（1） 

図 7-2-1.32（2） 

図 7-2-1.32（3） 

図 7-2-1.32（4） 

図 7-2-1.32（5） 

図 7-2-4.5 

図 7-2-5.5 

図 7-2-6.2 

図 7-2-12.1 

2- 3 頁 

2-34 頁 

3- 3 頁 

3-22 頁 

3-30 頁 

3-32 頁 

3-35 頁 

3-37 頁 

3-40 頁 

3-42 頁 

3-49 頁 

3-54 頁 

3-56 頁 

3-73 頁 

3-96 頁 

3-98 頁 

3-100 頁 

3-114 頁 

3-116 頁 

3-121 頁 

3-122 頁 

3-123 頁 

3-151 頁 

3-157 頁 

3-159 頁 

7-14 頁 

7-33 頁 

7-43 頁 

7-60 頁 

7-124 頁 

7-125 頁 

7-126 頁 

7-127 頁 

7-128 頁 

7-209 頁 

7-268 頁 

7-299 頁 

7-438 頁 

図 2-3.2 

図 2-3.14 

図 3-1.1 

図 3-1.11 

図 3-1.12 

図 3-1.13 

図 3-1.14 

図 3-1.15 

図 3-1.16 

図 3-1.17 

図 3-1.20 

図 3-1.22 

図 3-1.23 

図 3-1.26 

図 3-1.28 

図 3-1.29 

図 3-1.30 

図 3-2.4 

図 3-2.5 

図 3-2.6（1） 

図 3-2.6（2） 

図 3-2.6（3） 

図 3-2.7 

図 3-2.8 

図 3-2.9 

図 7-2-1.1 

図 7-2-1.7 

図 7-2-1.10 

図 7-2-1.15 

図 7-2-1.32（1） 

図 7-2-1.32（2） 

図 7-2-1.32（3） 

図 7-2-1.32（4） 

図 7-2-1.32（5） 

図 7-2-4.5 

図 7-2-5.5 

図 7-2-6.2 

図 7-2-12.1 

※使用している地図を「国土地理院発行の1:50,000

地形図」から「国土地理院の電子地形図（タイル）」

へと変更した。 

2- 3 頁 

2-35 頁 

3- 3 頁 

3-22 頁 

3-30 頁 

3-32 頁 

3-35 頁 

3-37 頁 

3-40 頁 

3-42 頁 

3-49 頁 

3-54 頁 

3-56 頁 

3-73 頁 

3-97 頁 

3-99 頁 

3-101 頁 

3-115 頁 

3-117 頁 

3-122 頁 

3-123 頁 

3-124 頁 

3-152 頁 

3-158 頁 

3-160 頁 

7-14 頁 

7-33 頁 

7-43 頁 

7-60 頁 

7-126 頁 

7-127 頁 

7-128 頁 

7-129 頁 

7-130 頁 

7-214 頁 

7-273 頁 

7-304 頁 

7-449 頁 
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準備書の記載内容 頁・行 評価書の記載内容 頁・行 

事業者により実行可能な範囲内で、 7-30 頁 

4 行目 

7-57 頁 

4 行目 

7-134 頁 

4 行目 

7-146 頁 

7 行目 

7-180 頁 

9 行目 

7-189 頁 

3 行目 

7-206 頁 

4 行目 

7-223 頁 

4 行目 

7-238 頁 

4 行目 

7-248 頁 

4 行目 

7-265 頁 

4 行目 

7-281 頁 

4 行目 

7-293 頁 

4 行目 

7-310 頁 

4 行目 

7-344 頁 

12 行目 

7-369 頁 

3 行目 

7-404 頁 

3 行目 

7-422 頁 

3 行目 

7-435 頁 

11 行目 

7-495 頁 

3 行目 

7-501 頁 

3 行目 

7-506 頁 

3 行目 

7-508 頁 

3 行目 

7-510 頁 

3 行目 

7-513 頁 

3 行目 

環境保全措置についての複数の案の比較検討、実

行可能なより良い技術が取り入れられているかど

うかの検討等を通じて、事業者により実行可能な範

囲内で、 

7-30 頁 

4 行目 

7-57 頁 

4 行目 

7-137 頁 

4 行目 

7-151 頁 

3 行目 
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